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ディプロマ・ポリシー 

 

1．卒業要件 

以下の修得する能力を身に付けるために、専攻科目から 76単位以上、関連科目及び専攻

科目から 24 単位以上、共通科目から 24単位以上、専攻科目、関連科目及び共通科目から 4

単位以上、合計 128 単位以上を修得し、本学学則に定める在学期間を満たす者へ学士（経済

学）の学位を授与する。 

 

2．修得する能力 

（1）経済学の基本的知識と特有の思考法を基礎とした、現代社会を生き抜く能力。 

（2）社会における重要問題の所在を自ら発見し、それに関して必要となる事項を自ら調

べる能力、そして、その結果を簡潔かつ明瞭に報告し、更に問題に的確に対処でき

る能力。 

（3）社会の変動を正確に理解し、その展開過程に積極的に参画する能力。 

（4）語学力を基礎とした幅広い国際感覚を養成することによって、社会の国際化に寄与

できる能力。 

 

3．卒業後の進路 

製造、卸･小売、金融･保険、運輸･旅行関連、マスコミ･情報関連の各業界、並びに公務員･

教員等への就職、大学院への進学が期待される。 

 

 

カリキュラム・ポリシー 

1．体系（構成） 

（1）国際経済学科の授業科目は、専攻科目･関連科目･共通科目から構成されている。 

①専攻科目では、専門分野を深く学ぶ。 

②関連科目では、専門分野の視野を広げるために、専門分野に関連した科目を学

ぶ。 

③共通科目では、幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を育

てるために、キリスト教学、人文科学、社会科学、自然科学、スポーツ科学及び

外国語を学ぶ。 

（2）1年次には、必修科目である「基礎演習Ⅰ」において経済学部で勉強する心構えと勉

強のやり方を学び、経済理論の基礎科目や語学等の科目の履修により、経済学の基礎

知識を身に付ける。 

（3）2年次には、選択必修科目である「基礎演習Ⅱ」でより実用的な研究･発表能力を身

に付けるとともに、国際経済に関する理論と世界各地の経済に関する科目を履修す



ることで、より広い視野で国際経済を学ぶ。 

（4）3年次には、必修科目である「演習Ⅰ」で専門的な研究を行い、また国際経済の諸側

面をより深く学ぶ科目の履修を通じて、知識を深める。 

（5）4年次には、選択必修科目である「演習Ⅱ」と「卒業論文」が専門研究の集大成とし

て位置付けられる。 

 

2．特色 

（1）本学の理念と経済学部の理念に立脚して、豊かな教養と創造性、深い専門知識と判

断力を涵養するように教育課程が構成されている。 

（2）教育課程は急速に進展するグローバル化に対応できるように構成されている。 

（3）学生の希望する多様な進路に対応できるように教育課程は構成されている。 

（4）学生の指導方法に常に改善を図っている。 

（5）学部の FD活動の成果を教育･研究に常態的に還元している。 

（6）本学の教育研究交流プログラムによる国内外の教育研究機関との相互理解並びに互

恵関係を通じて、教育･研究に質的改善をもたらしている。 

（7）多様な学生が自ら学修計画を立て、主体的な学びを実践できる、本人の実力を育て

る教育を行う。 

 

3．具体的な教育内容 

〔理論経済学科目〕 

経済理論の基礎を学び、経済学的な思考に基づいて現実の経済現象を理解できるように

なることを目標とする。1年次は経済理論の基礎を、2年次以降は基本的な経済モデルを国

際経済と関連する諸問題へ応用する方法を学ぶ。またアジアや欧米等各地域に焦点を当て

た講義を並行して履修することで国際経済に関する諸問題をバランスよく分析できるよう

になる。 

〔経済史科目〕 

経済理論の基本的知識と歴史学の厳密な実証分析方法とを融合した経済史は経済学の応

用分野に当たる。世界経済の要であるアメリカ経済の歴史を 2年次以降で学ぶ。そして 3年

次以降は日本･西洋経済史を学び、現代経済の実態を、政治経済･社会･文化等多様な側面か

ら歴史的に分析するための応用力を養う。 

〔経済政策科目〕 

経済政策が及ぶ範囲は幅広い。2年次には、財政や金融等経済制度の基本的な仕組み、関

連データの読み方、経済モデルに基づく政策分析の基本を学ぶ。これらを基礎として、3年

次には国際経済の諸問題に対応すべく実施される為替介入や貿易政策等多様な経済政策の

意義を学ぶ。 

〔国際経済科目〕 

グローバリゼーションの実態を、日本を含む世界全体の諸相を広く学ぶ「世界と日本の経

済」を 1年次に履修し、2年次以降で世界経済の現状と課題と共に、特に日本と関係の深い

アメリカ、中国、東南アジア、中東経済について専門的に学ぶ。3年次では韓国、ヨーロッ



パ、ロシア･東欧経済を学び、世界経済を多面的かつ深く分析する能力を身に付ける。 

〔財政学･金融論科目〕 

経済学の応用分野であるため、経済学の基礎知識を身に付けていることを前提に、3年次

以上で日本及び外国の財政制度･政策、金融制度･政策を学ぶ。生活に密接にかかわる分野で

あるため多くの実例を基に財政･金融の仕組みと現状を学ぶ。 

〔統計学科目〕 

日常データや経済データの特性を理解し、それらを有効に活用するために必要な基礎知

識を学ぶと共に実証的分析手法の基礎と応用について実践的に学ぶ。1年次に記述統計、推

測統計の基礎事項を概観した上で、2年次以降、その応用分野の手法について学ぶ。 

〔社会政策科目〕 

社会政策は、政府が個人の幸福追求を支援するために講じる諸手段を対象とする総合政

策学である。3年次で、社会保障、医療等多様な分野における政策実態を広く学び、国際比

較の視座を得る。 

〔演習科目〕 

演習（ゼミナール）は少人数で様々なテーマについて協力して研究を行う場であり、コミ

ュニケーション能力とプレゼン能力を鍛える場である。1年次の「基礎演習Ⅰ」において経

済学部で勉強する心構えと学習上のスキルを学び、2年次の「基礎演習Ⅱ」で実用的能力を

身に付ける。3年次以上に配当されているより専門性の高い「演習Ⅰ」、「演習Ⅱ」と「卒業

論文」は、経済学部における学修の集大成の場である。 

〔外国語科目〕 

国際経済を学ぶ上で英語は必須のツールである。1 年次から、英語で書かれた新聞･雑誌

等を通じて専門的な英語を学び、同時に実践的な会話を重視した科目を配当している。2年

次には韓国語の科目を置き、同時に英語運用能力も継続して向上できるように科目配当し

ている。 

〔実習科目〕 

具体的な計算等の問題演習を通じて、経済学の実践的な知識と応用力を身に付ける。経済

学の基礎知識と思考方法を前提とするので、2年次以降に科目を配当し、理解を深めるため

にきめ細かい指導を行う。 

 

 

アドミッション・ポリシー 

 

1．求める学生像 

国際経済学科は、卒業認定･学位授与の方針（ディプロマ･ポリシー）及び教育課程の編成･

実施方針（カリキュラム･ポリシー）に定める教育を受けるために必要な、次に掲げる知識･

技能や能力、目的意識･意欲を備えた者を求める。 

（1）基礎学力を身に付け、社会問題を分析する能力を持ち、国際経済学科への入学を強

く志望する者。 

（2）現代世界で起きている様々な政治的･経済的･社会的な諸問題に関心を持ち、語学力



を基にその解決を目指そうとする意欲を持った者。 

（3）日本や世界の歴史･伝統･文化を理解し、海外経験を通じて国際的な教養を身に付け

たいと強く望む者。 

 

2．選抜方法 

国際経済学科では、前項で述べた資質を有する者を、以下の方法によって選抜する。 

（1）一般選抜（一般入試、英語 4 技能利用型一般入試、大学入試センター試験利用入試

（前期･後期）、一般･センター併用型入試） 

高等学校での学修の達成度をみるとともに、大学での学修に必要な基礎学力を

有しているかどうかを評価して判定する。また、一般･センター併用型入試では、

合否判定に利用する科目として一般入試から必ず英語を選択するなど、国際経済

学科において専門知識を修得するための語学力を有しているかどうかも評価する。 

（2）特別選抜（総合型選抜入試、指定校推薦入試、併設高校からの推薦入試、国際バカ

ロレア AO入試） 

総合型選抜入試では、受験者の基礎的な知識や技能、思考力・判断力・表現力、

主体性や協調性、そして本学での学修の意欲を、調査書および出願者作成の書類

（学修計画書、活動報告書、志望理由書等）の審査、講義にもとづく試験、そして

面接によって、多面的・総合的に評価して判定する。 

推薦入試では、高等学校において一定の基準の学力を修得したと認められる生

徒の推薦を求める。入試では受験者に小論文と面接を課しており、出願時の志望

理由書を含めて、受験者の意欲･関心のみならず、知識・技能、思考力･判断力・表

現力を総合的に評価して判定する。 

国際バカロレア AO入試では、受験者に面接を課し、出願時の志望理由書を含め

て、受験者の意欲・関心、思考力・判断力・表現力を総合的に評価して判定する。 

（3）その他の選抜（外国人入試、帰国生入試） 

多様な学びの背景を持つ学生を受け入れるために、外国人及び帰国生のための

入試を実施する。一定の語学力を有することを確認したうえで、外国人入試では

日本語による作文と面接、帰国生入試では日本語による小論文と面接を課すこと

により、受験者の意欲･関心のみならず、知識・技能、思考力･判断力・表現力を総

合的に評価して判定する。 

 


